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今後の人材開発の課題

　近年、長期雇用システムの変化や多様な雇用形態で働く人の増加が進行している。デジタル新技術の急
激な浸透や就業者の高齢化といった社会情勢も見られるなか、そうした変容に対応した環境整備が求めら
れている。厚生労働省がこのほど発表した2021～25年度の５年間を適用期間とする「第11次職業能力
開発基本計画」では、産業構造・社会環境の変化を踏まえたうえで、人材育成において企業の役割が引き
続き大きいことを強調。実践的な職業能力の開発に向けたOJTやOFF－JTの機会の重要性を指摘し、国
や地方公共団体が支援を行っていくことや、企業や業界の職業訓練の活動の強化を訴えている。今後の人
材開発の課題を取り上げる。

今後の人材開発の課題

労働政策フォーラム
これからの能力開発・キャリア
形成を考える

　少子高齢化の進展による人手不足、AIなどの技術
革新、新型コロナウイルスの影響による新しい働き方
など、働く人を巡る労働環境は大きな変化に直面して
いる。そうした環境変化の下、企業は従業員の能力開
発をどのように行い、また労働者自身はキャリア形成
にどのように取り組むべきなのか――。JILPTが２月
22日に開いた労働政策フォーラムでは経済協力開発
機構（OECD）による特別報告も踏まえ、能力開発
の現状や課題について議論した。なお、講師の役職は
開催当時のもの。
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今後の人材開発の課題

職業能力開発の区分

　本日の議論の見取り図を示す目的で、短時間ですが
問題提起をしたいと思います。最初にシート１のとお
り、職業能力開発の実施主体や対象などを整理してみ
ました。
　まず、能力開発の実施主体は、「企業主導」か「個人主
導」かに分けることができます。それを、就業者が行
うものと、失業者が行うものとに分けると、例えば「企
業主導」で就業者が対応する能力開発の手段・機会と
して、「OJT」（On the Job Training）や「OFF-JT」
（Off the Job Training）があります。シート
の下の部分にあるように、企業外での職業訓練の
運営主体としては「公共職業訓練」と「民間職業
訓練」に分けられ、就業者を対象にした場合は在
職者訓練になりますし、失業者を対象にした場合
は離職者訓練になります。

企業主導の職業能力開発

特徴として「企業が担う」「底上げ教育」など

　日本の職業能力開発の特徴として言えるのはま
ず、職業能力開発が企業主導で行われる傾向が強
いことです。
　この企業主導の職業能力開発には四つのポイン
トがあります（シート２）。一つは、従業員の能
力開発やキャリア形成の責任は企業が担うという
考え方。２番目に、個々人に焦点を当てる「選抜
教育」よりも従業員全体の「底上げ教育」に力を
入れていること。３番目に、OJTがOFF-JTや職
場外の学習よりも重視されるところ。そして最後
の四番目が、教育訓練のための資源、例えば講師
や設備、教科書などの確保において、社外のアウ
トソーシングよりも社内の機会が重視されるとい

う点です。
　企業主導の職業能力開発は、生産性や競争力とどの
ように関連してくるのか。よく言われるのは、企業主
導の職業能力開発が、日本のいわゆる「現場の強さ」
や「知的熟練」というものをつくり出し、企業の高い
競争力を支えてきたという考え方です。しかしながら、
これが現在も当てはまるのかどうかについては、問い
直してみる必要があります。例えば、日本の１人当た
りの労働生産性は、現在世界で20位前後です。企業
主導の職業能力開発が果たして、現在も効果を上げて
いると言えるのでしょうか。

日本の職業能力開発
JILPT 主任研究員　藤本　真

問
題
提
起

シート１　職業能力開発の区分

シート２　企業主導の職業能力開発
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今後の人材開発の課題

企業の教育訓練投資が伸びない
と社会全体の能力開発機会が停
滞・縮小する

　また、企業主導の職業能力開発であ
るがゆえに出てくる課題があります。
一つに、企業の教育訓練投資が伸びて
いかないと、社会全体の教育・職業能
力開発機会が縮小・停滞するおそれが
あります。実際に、シート３にあるグ
ラフのとおり、これは厚生労働省の「能
力開発基本調査」の結果を示したもの
ですが、１人当たりのOFF-JTの費用
はほぼ横ばいで推移しています。自己
啓発を支援する費用についてはやや低下傾向にあり、
少なくとも世の中で能力開発が必要だと言われている
ほどには企業の教育訓練投資は伸びていません。

企業内・企業間での格差が個人間の格差につながる

　もう一つ、企業主導であるがゆえの問題として挙げ
られるのは、企業内・企業間の能力開発機会の格差で
す。企業内では、正社員と正社員以外の能力開発機会
の格差があります。企業間では、従業員規模による格
差が非常に大きく、これが結局、個人の能力開発機会
の格差につながるという問題点があります。これらの
問題点を、個人主導の能力開発でカバーしていくこと
はできないのでしょうか。次に個人主導の能力開発の
現状を見ていきたいと思います。

個人主導の職業能力開発

自己啓発を行っている労働者は３割程度

　個人主導の能力開発は、「能力開発基本調査」
の定義によれば、職業に関する能力を自発的に
開発して向上させるための活動で、つまり、自
己啓発に当たります（シート４）。これを実施
している労働者は毎年３割程度です。年間の費
用は１人当たり３万円弱で、方法としては、ラジ
オ・テレビや専門書等による自学自習やｅラー
ニングによる学習を挙げる労働者が相対的に多
くなっています。

　こういった状況が、企業主導の能力開発の問題点に
対応するような機能を果たしているかというと、そう
ではないと考えられます。

個人主導の能力開発における 
公共教育機関・訓練の活用は低調

　シート５は、自己啓発を実施した労働者の比率です。
2017年度の状況を見たものですが、正社員のほうが
実施した割合が高い。また、企業規模別に見ても、規
模の大きな企業に属している労働者のほうが、実施率
が高いという傾向があります。
　それから、正社員、正社員以外を問わず、個人主導
の能力開発ではラジオやテレビ、専門書、あるいはｅ
ラーニングなどが主に使われているのですが、公共職
業訓練施設や専門学校・各種学校、高等専門学校、大
学・大学院といった施設での受講率が非常に低い。個
人主導の能力開発では、公共教育機関や公共職業訓練

シート３　企業主導の職業能力開発

シート４　個人主導の職業能力開発
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の活用は低調であると言わざるを得ま
せん。

在職者訓練、教育訓練給付の 
機会や予算を充実できないか

　個人主導の能力開発に関しては、運
営体制においても課題があります。個
人主導の能力開発を支援する中心的な
施策は、「教育訓練給付制度」ですが、
この給付実績は2017年度で約126億
円です。一方、同年度の在職者ではな
い離職者を対象とする離職者訓練向け
の予算は約960億円です。離職者訓練
向けの予算を在職者向けに回せと言っ
ているのではなく、在職者訓練、教育訓練給付の予算
をもう少し充実させられないかと思います。
　運営体制における課題のもう一つは、訓練の内容が
企業のニーズや、企業のニーズを集約した産業や地域
のニーズを反映したものになっているか、あるいは
アップデートできるものになっているかという点です。
例えばヨーロッパ各国やアメリカの各州、それから韓
国などには産業別あるいは地域別に、職業スキルに関
するその時々のニーズを分析して訓練に反映させるス
キルセンターと言われるものがありますが、日本には
おそらく存在していません。

問題提起

企業の能力開発に対するモチベーションを上げるべき

　これらを踏まえて問題提起すると、企業主導の能力
開発は、現場の強さや知的熟練形成などに結実してき
たのですが、現時点で生産性や競争力になかなか結実
していないことを考えると、これからは見直す必要が
あるのではないかと思います。
　ところが、「企業主導から個人主導へ」とよく言われ
るのですが、むしろ個人主導の能力開発のあり方のほ
うが企業主導の能力開発以上に問題を抱えていて、こ
れらの問題を解決しない限りは、個人主導に移行する
と、職業能力開発活動における格差が広がったり、職
業能力開発活動全体がより低調になる可能性がありま
す。

　問題の解決には次のような取り組みが必要なのでは
ないかと思います。一つは、企業主導の能力開発体制
について、これを個人主導に入れ替わるからといって
見過ごすのではなく、これまで以上に企業の能力開発
に対するモチベーションを上げたり、あるいは環境変
化への対応を促したりするように見直すべきです。

個人が能力開発によって報われる機会を増やす

　二つ目は、今まで日本の産業社会であまり重視され
てこなかった個人主導の能力開発について、能力開発
の実施の付加価値、平たく言うと、個人が能力開発を
行ったときに、その見返りがあるような体制を企業や
社会が整備していく必要があります。
　今、個人が能力開発を行って、例えば資格を取って、
それで転職がスムーズにいくかというと、一部の産業
を除くとそうではありません。また、大学や大学院に
行って勉強してきて、それが社内での処遇アップにつ
ながるかというと、これもなかなかそういうふうには
ならない。つまり、個人が能力開発によって報われる
機会があるかと言われると、そんなにないわけです。
報われる機会をもっと増やしていき、個人が能力開発
をしていきたいと思うような体制を整備していくこと
が必要だと考えます。
　さらに、企業間、企業内、雇用形態間の格差を解消
するような能力開発体制の整備、つまり小企業に勤務
する労働者や正社員以外の人が能力開発を進めやすい
体制を整備することも、個人主導の能力開発体制の整
備において不可欠な取り組みでしょう。

シート５　個人主導の職業能力開発




